
 

 

窓口無料化「国の責任で」 
子ども医療全国ネット国会内集会、地元議員要請 

 すべての子どもたちが安心して医療が受けられる制度を求め、子ども医療  

全国ネットは 2月 17日、国会内で集会を開き 130人が参加しました。長野

県からは県保険医協会会長をはじめ 3名の役員と、すすめる会から 2名が

参加し、集会後県選出国会議員に要請を行いました。 

集会では、すすめる会会長の和田浩院長が特別報告(WEB参加)を行いまし

た。和田医師は県内の困窮家庭の事例を紹介し、「1回 500円の自己負担金

というが、それを払えない、最も困窮し最も支援を必要としている世帯が

切り捨てられることになる」と完全窓口無料化の必要性を強調しました。

各県からは「運動により無料化は進んでいるが、自治体間格差がある。国の制度が必要」(山梨)、「日本は

子ども権利条約の批准国でありながら、国の制度がなく前進していない」(福岡)、「中学卒業まで無料の薬

代を一部窓口負担化することが狙われている」(千葉)など、各地の運動や課題を交流しました。集会に参

加した 5人の野党・無所属議員に要望書を手渡しました。 

集会後、すすめる会と県保険医協会役員 5名は地元国会議員に要請を行な

い、杉尾秀哉(立憲)、武田良介(共産)、藤野保史議員秘書の 3名と懇談しま

した。杉尾議員は「子ども医療費助成は全体のかさ上げが必要。これは超党

派でやるべきで、私は給食費も無料化が必要だと思っている」と応じ、武田

議員は「3人を子育て中だが、親は医者に連れていく時間を取るのにとても

苦労している。コンビニ受診などはありえない。国のペナルティを無くせば

もっと市町村を応援できる。この線で政府に強く実施を求めていきたい」と

要請に応じました。 

 

長野県議会に「県としての助成拡大」を請願 
２月定例県議会「継続審査」に 
すすめる会は 2月 13日、2月定例県議会に対し、「子ども・障がい者等の福祉医療給付制度の更なる拡

充を求める請願書」を提出しました。県が医療費の現物給付を「通院は未就学児まで」としていることに

対し、県に「中学卒業まで現物給付化を予算化し助成を拡大すること」、「拡大した年齢までは自己負担金

を廃止すること」などを求めました。 

すすめる会では、県議会前に各会派に対し「県が通院でも中学卒業まで助成年齢を拡大すれば、市町村

の助成がさらに前進する条件が整う」と説明。共産党の毛利栄子氏、無所属の小林君男氏が紹介議員に署

名しました。健康福祉委員会は請願を継続審査とし、県議会本会議でも請願は継続審査となりました。 

長野県政には、社会保障に責任をもち、市町村による努力を応援するかどうかが、あらためて問われて

います。 
 

市町村の対象年齢拡大 さらに前進！松本市長選でも重要争点に 
 20年 4月から大町市が、15歳までだった助成年齢を 18歳に拡大し、王滝村、朝日村も 18歳まで拡大

されます。これで全市町村の 83％(64自治体)で現物給付の対象年齢が拡大されます。3月 15日に投票を

迎える松本市長選挙でも、15 歳までとなっている同市の対象年齢の拡大と窓口負担の完全無料化が選挙

戦の重要争点に浮上しています。(2面のアンケート結果を参照) 
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